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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期連結
累計期間

第65期
第１四半期連結
累計期間

第64期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 83,774 56,317 327,622

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
5,516 △2,446 20,058

四半期純損失(△)又は当期純利益

（百万円）
△963 △1,238 5,234

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△3,062 △1,496　 1,468

純資産額（百万円） 157,909 158,236 161,125

総資産額（百万円） 264,730 252,689 259,704

１株当たり四半期純損失金額(△)

又は１株当たり当期純利益金額

（円）

△10.67 △13.72 57.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 58.1 60.9 60.3

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。　

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　第64期第１四半期連結累計期間及び第65期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４　第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。　

５　第64期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

当社グループは当第１四半期連結累計期間にアジアセグメントにおいて、PT.TOKAI RIKA INDONESIAを新たに設立

し、連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。　

共同経営契約　

　契約会社名 相手方の名称（国名）　 契約内容　 契約期間　

　株式会社

　東海理化

　電機製作所

　(当社)

　PT.TOYOTA TSUSHO INDONESIA

(インドネシア）

　自動車用スイッチ、キーセット

　及びステアリングロック等の製

　造及び販売に関するPT.TOKAI RIKA

  INDONESIAの設立並びにその事業

　活動　

自　平成23年５月６日

至　両当事者の合意解除

　　等により本契約が終

　　了する日　

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の世界経済は、欧州での信用不安、中東や北アフリカ諸国の政情不安、日本での大震災

の影響がありましたが、新興国経済の順調な拡大が続き、緩やかな回復基調を維持しました。 

　自動車業界におきましては、欧米での販売台数が回復基調となり、また、新興国の中国、インド、ロシアでの販売台

数が高水準で推移しました。一方、日本におきましては、大震災以降、自動車メーカーの生産や販売が停止、縮小する

など、大きな影響を受けました。

　当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、連結売上高は56,317百万円と、前年同四半期に比べ27,457百万

円(△32.8％)の減収となり、利益につきましては、連結営業損失は3,039百万円と、前年同四半期に比べ8,813百万円

(－％)、連結経常損失は2,446百万円と、前年同四半期に比べ7,962百万円(－％)、連結四半期純損失は1,238百万円

と、前年同四半期に比べ275百万円(－％)それぞれ減益となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。　

（日本）

大震災の影響により客先生産台数が減少したため、売上高は37,589百万円と、前年同四半期に比べ20,778百万円(

△35.6％)の減収となりました。営業損失は、合理化等に積極的に取り組んだものの、売上高の減少や円高の影響な

どにより、3,545百万円と、前年同四半期に比べ6,460百万円(－％)の減益となりました。

　

（北米）

客先生産台数の減少などにより、売上高は8,681百万円と、前年同四半期に比べ6,454百万円(△42.6％)の減収と

なりました。営業損失は、売上高の減少などにより732百万円と、前年同四半期に比べ1,064百万円(－％)の減益とな

りました。　

　

（アジア）

客先生産台数の減少などにより、売上高は12,391百万円と、前年同四半期に比べ2,940百万円(△19.2％)の減収と

なりました。営業利益は、売上高の減少などにより1,446百万円と、前年同四半期に比べ1,179百万円(△44.9％)の減

益となりました。

　

（その他）

売上高は4,125百万円と、前年同四半期に比べ409百万円(11.0％)の増収となりました。営業利益は、0百万円と、前

年同四半期に比べ171百万円(△99.9％)の減益となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

  当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動金額は、4,265百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(4) 生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、日本及び北米セグメントにおける生産及び販売実績が前年同四半期に比べ、

著しく減少しました。

　(日本)　

　大震災の影響などにより、生産実績は31,442百万円と前年同四半期に比べ18,982百万円(△37.7％)、販売実績は

31,882百万円と前年同四半期に比べ18,623百万円(△36.9％)と、それぞれ減少しております。

　

　(北米)

　客先生産台数の減少などにより、生産実績は9,284百万円と前年同四半期に比べ5,423百万円(△36.9％)、販売実績

は8,655百万円と前年同四半期に比べ6,440百万円(△42.7％)と、それぞれ減少しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 94,234,171 94,234,171

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数100株

計 94,234,171 94,234,171 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

自　平成23年４月１日　

至　平成23年６月30日　
－ 94,234,171－ 22,856 － 25,110

　

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして  お

ります。
 

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 3,917,400 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　90,252,300 902,523 －

単元未満株式 普通株式　　　64,471 － －

発行済株式総数 94,234,171 － －

総株主の議決権 － 902,523 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。
　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社

東海理化電機製作所

愛知県丹羽郡大口町

豊田三丁目260番地
3,917,400 － 3,917,400 4.15

計 － 3,917,400  － 3,917,400 4.15

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。　　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,156 24,323

受取手形及び売掛金 41,643 40,455

有価証券 45,479 36,771

商品及び製品 6,776 6,904

仕掛品 11,527 10,862

原材料及び貯蔵品 4,156 4,348

その他 14,274 19,983

貸倒引当金 △38 △29

流動資産合計 150,976 143,619

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 26,173 25,682

機械装置及び運搬具（純額） 20,428 19,198

その他（純額） 23,330 24,077

有形固定資産合計 69,932 68,957

無形固定資産 2,024 1,913

投資その他の資産

投資有価証券 21,671 22,565

その他 15,223 15,755

貸倒引当金 △123 △122

投資その他の資産合計 36,771 38,197

固定資産合計 108,727 109,069

資産合計 259,704 252,689
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 38,716 31,499

短期借入金 4,011 6,267

1年内返済予定の長期借入金 276 626

未払法人税等 672 772

賞与引当金 5,765 2,810

製品保証引当金 8,939 8,805

その他の引当金 244 73

資産除去債務 113 106

その他 14,213 18,256

流動負債合計 72,954 69,218

固定負債

長期借入金 7,878 7,703

退職給付引当金 16,748 16,680

その他の引当金 583 442

資産除去債務 67 67

その他 347 340

固定負債合計 25,625 25,234

負債合計 98,579 94,452

純資産の部

株主資本

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,134 25,134

利益剰余金 124,833 122,330

自己株式 △7,045 △7,045

株主資本合計 165,778 163,275

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △42 258

為替換算調整勘定 △9,074 △9,756

その他の包括利益累計額合計 △9,117 △9,498

新株予約権 662 678

少数株主持分 3,801 3,781

純資産合計 161,125 158,236

負債純資産合計 259,704 252,689
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 83,774 56,317

売上原価 71,302 53,212

売上総利益 12,472 3,104

販売費及び一般管理費 6,697 6,143

営業利益又は営業損失（△） 5,774 △3,039

営業外収益

受取利息 125 152

受取配当金 60 80

持分法による投資利益 33 29

為替差益 － 288

その他 73 131

営業外収益合計 294 681

営業外費用

支払利息 66 66

為替差損 446 －

その他 39 22

営業外費用合計 552 88

経常利益又は経常損失（△） 5,516 △2,446

特別利益

新株予約権戻入益 49 39

特別利益合計 49 39

特別損失

投資有価証券評価損 － 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 184 －

製品保証引当金繰入額 6,025 －

特別損失合計 6,209 8

税金等調整前四半期純損失（△） △643 △2,415

法人税等 115 △1,275

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △758 △1,139

少数株主利益 204 98

四半期純損失（△） △963 △1,238

EDINET提出書類

株式会社東海理化電機製作所(E01898)

四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △758 △1,139

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △837 300

為替換算調整勘定 △1,533 △730

持分法適用会社に対する持分相当額 67 74

その他の包括利益合計 △2,304 △356

四半期包括利益 △3,062 △1,496

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,210 △1,619

少数株主に係る四半期包括利益 147 123
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

連結の範囲の重要な変更

　　当社グループは当第１四半期連結会計期間において、PT.TOKAI RIKA INDONESIAを新たに設立し、連結子会社といたし

ました。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて

計算しております。　

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりで

あります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 3,848百万円 3,315百万円

のれんの償却額 11百万円 12百万円

負ののれんの償却額 11百万円 11百万円

　

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日

定時株主総会
普通株式 2,167 24平成22年３月31日平成22年６月23日利益剰余金　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月15日

定時株主総会
普通株式 1,264 14平成23年３月31日平成23年６月16日利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　 至　平成22年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

　 報告セグメント  その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高      　 　 　

外部顧客への売上高 50,50515,09514,46180,0623,71283,774 － 83,774
セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,861 40 869 8,772 3 8,776△8,776 －

計 58,36715,13515,33188,8343,71692,551△8,77683,774

セグメント利益 2,915 332 2,625 5,873 171 6,044 △269 5,774

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△269百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　 至　平成23年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

　 報告セグメント  その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高      　 　 　

外部顧客への売上高 31,8828,65511,67952,2174,09956,317 － 56,317
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,706 25 712 6,444 25 6,469△6,469 －

計 37,5898,68112,39158,6624,12562,787△6,46956,317

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△3,545 △732 1,446△2,832 0 △2,831 △207 △3,039

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△207百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っており

　　ます。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 10円67銭 13円72銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（百万円）　 963 1,238

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円）　 963 1,238

普通株式の期中平均株式数（千株） 90,324 90,316

（注）　　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月１日

株式会社東海理化電機製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　寿佳　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥田　真樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東海理化電

機製作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東海理化電機製作所及び連結子会社の平成23年６月30日現在の

財政状態および同日を持って終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

 
以　上

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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